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1 要約と結論

1.1 分析の目的

Hib（ヒブ）1とは細菌性髄膜炎などを引き起こす病原体の細菌で、罹患者のうち約 5%が死亡
し、約 25%に後遺症が残るとされている。また、罹患者のうち 95%が 5歳未満の乳幼児である。

Hib罹患を予防する手段としてはワクチンが利用されており、Hibワクチンは現在世界 100カ国
以上で使用されている。日本では、Hibワクチン早期承認を求める声が上がる中、2007年 1月、ワ
クチンが認可された。

Hibワクチンの接種回数は通常 4回であり、費用負担が重くなりうる。このため、費用負担軽減
のため費用の公的補助を含めた定期接種化の検討を求める声がある。

他方、日本は諸外国と比べ罹患率が低いため、ワクチンで救うことのできる人数は諸外国と比べ

て少なく、費用対効果が劣ったものとなる可能性がある。このため、定期接種化することが正当化

されるかどうか議論の余地が残るが、この点が十分明確にされていないのが現状である。

そこで、本分析では、Hibワクチン定期接種化の費用対効果を計算し、Hibワクチンを定期接種
化すべきと言えるかどうか分析を行うこととした。

1.2 主要な調査分析結果

分析の結果、Hibワクチンの費用対効果は相対的に劣ったものとなることが分かった。具体的に
は、ベースケースでの分析と感度分析から、1QALY(Quality-Adjusted Life-Year)2延長のために
かかる費用は、ベースケースで 595万円、上限で 1,190万円、下限で 320万円となった。これを国
内外のリスク削減規制（life-saving intervention）と比べた場合、日本での Hibワクチンの費用対
効果は相対的に劣ったものとなり、効率性の面で劣ることが分かった3。したがって、

Hibワクチンを定期接種化すべきとは言えない

との結論を得た。

1.3 用いた手法の概略

本分析では、Hibワクチン定期接種化の費用としてワクチンの総接種代金を、効果としてワクチ
ン定期接種化によって延長された総 QALYsをそれぞれ考え、「1QALY延長のために費用がいく
らかかるか」という費用効果比率を計算する。

基準となるWithoutケースとしては、定期接種化前は誰も接種を受けないケースを考える。ま
た、感度分析を行い、不確実性を反映させる。

1Hibは Haemophilus influenzae Type bの略で、ヘモフィルス-インフルエンザ b型菌と訳されている。通常のインフ
ルエンザウイルスとは異なってウイルスではなく、病原体の細菌である。誤解を避けるため、本分析では Hibと記述する。

2QALY(Quality-Adjusted Life-Year、生活の質で調整された生命年数) とは、生活の量的側面 (mortality) のみに着
目する LY(Life-Year、生命年数) とは異なり、生存年数に生活の質的側面 (morbidity) をも反映させたものである。完全
に健康な状態は 1、死亡の場合は 0 とし、生活の質 (Quality of Life) に応じて 0 から 1 の間の値を割り当てる。詳細は
Boardman et al. (2005)参照。ただし、QALYは、生存年数に対する選好と健康状態に対する選好とはどちらも互いに依
存し合わないこと (“mutual utility independence”) や、個人が残りの生存年数に関わらず、同様の健康状態変化に対し
ては同じ割合の年数を犠牲にすること (“constant proportional tradeoff”)などを仮定している。このため、QALYを用
いた分析とWTP（支払い意思額）を用いた分析とで分析結果が異なる可能性が出てくる。詳細は、Pliskin et al. (1980)
および Hammitt (2002) 参照。

3詳細は表 1～3 参照。
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1.4 結論と今後の課題

分析の結果4、

Hibワクチンを定期接種化すべきとは言えない

との結論を得た。この理由としては、

1. 現在任意接種の B型肝炎ワクチンの費用対効果と比べた場合、常に優れた費用対効果である
わけではないこと

2. 国内の他のリスク削減規制の費用対効果、海外の Hibワクチン接種の費用対効果と比べて効
率性が劣ること

が挙げられる。今後の課題としては、

1. 他の予防接種ワクチンや他のリスク削減規制についても、データを整備して比較可能な分析
を蓄積していくこと

2. 他のリスク削減規制のうち費用対効果の優れたものから実施すること、特に、0～5歳程度の
乳幼児に対するリスク削減規制で費用対効果が優れたものがあれば、それを優先して実施す

ること

が挙げられる。

4詳細は第 4 章参照。
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2 序

2.1 現状と扱う問題

Hib（ヒブ）とは細菌性髄膜炎や肺炎、敗血症や喉頭蓋炎などを引き起こす病原体の細菌で、罹
患者のうち約 5%が死亡し、約 25%に後遺症が残るとされている。また、罹患者のうち 95%が 5
歳未満の乳幼児である5。

1998年に世界保健機関（WHO）が Hibワクチンの乳児への定期接種を推奨する声明を出した
ことから、現在では世界 100カ国以上で使用されるようになってきている。日本では、Hibワクチ
ン早期承認を求める声が上がる中6、2007年 1月、Hibワクチンが認可された。

Hibワクチンの接種回数は通常 4回であり、費用負担が重くなりうる。このため、費用負担軽減
のため費用の公的補助を含めた定期接種化の検討を求める声がある7。

他方、日本は諸外国と比べ罹患率が低く8、罹患率は 10万人当たり 7.6人であると報告されてい
る9。これに対し、ワクチン導入前の乳幼児の罹患率は、アメリカでは 10万人当たり 19～69人、
ヨーロッパで 10万人当たり 17～27人である10。このため、ワクチンで救うことのできる人数は諸

外国と比べて少なく、費用対効果（cost-effectiveness）が劣ったものとなる可能性がある。このた
め、定期接種化することが正当化されるかどうか議論の余地が残るが、この点が十分明確にされて

いないのが現状である11。

そこで、本分析では、Hibワクチン定期接種化の費用対効果を計算し、Hibワクチンを定期接種
化すべきと言えるかどうか分析を行うこととした。

2.2 解き方

本分析では、Hibワクチン定期接種化の費用としてワクチンの総接種代金を、効果としてワクチ
ン定期接種化によって延長された総QALYsをそれぞれ考え、「1QALY延長 (1QALY saved）のた
めに費用がいくらかかるか」という費用効果比率を計算する。

基準となるWithoutケースとしては、定期接種化前は誰も接種を受けないケースを考える。ま
た、感度分析を行い、不確実性を反映させる。

5厚生労働省「予防接種に関する検討会 第 3 回議事録」。
6日本小児保健協会「インフルエンザ菌 b 型（Hib）ワクチンの早期承認に関する要望書」。
7参議院「質問主意書情報『インフルエンザ菌ｂ型ワクチン接種及び肺炎球菌ワクチンの早期承認に関する質問主意書』」。
8罹患率が日本で低い理由は明らかにされていないのが現状である。『小児感染免疫』（1998, 10(3)）は「わが国におけ

る全身型 Hib 感染とワクチン導入の必要性」を主題に特集を行っているが、罹患率の国ごとの差についての記述はない。
9加藤他 (1998)。

10詳細は荒川 (1998) 参照。
112008 年 2 月 11 日、『厚生労働省は新年度…［Hib ワクチン］「定期接種」化を検討するため、研究班を立ち上げる方
針を固め…効果や副作用を検証…定期接種とすることの効用を検討する』ことが報道された。（朝日新聞「ヒブ予防ワクチ
ン、公費負担化検討へ　厚労省」)

3



3 本文

3.1 用いたデータ

費用と効果の計算の両方で用いたデータは以下の通りである。

• 一学年あたり人口: 約 93万人
国立社会保障・人口問題研究所ホームページ「日本の将来推計人口」

（2010年度の死亡中位と出生中位の推計値）

• ワクチン接種率: 90%
厚生労働省ホームページ「定期の予防接種実施者数」

（平成７年度～平成 15年度の予防接種実施率の平均値）

• 割引率: 5%

費用の計算のみで用いたデータは以下の通りである。

• 一回当たりワクチン接種代金: 6, 205円
東京都立駒込病院「予防接種 料金表」

（駒込病院の全ワクチンの中央値）

効果の計算のみで用いたデータは以下の通りである。

• ワクチン接種後の抗体定着率: 92%
医薬品医療機器総合機構ホームページ「審議結果報告書」

（3回目接種 4週後の抗体保有率12）

• 罹患率: 10万人当たり 7.6人
加藤他 (1998)

• 罹患後の死亡率: 5%
加藤他 (1998)

• 罹患後の後遺症発生率: 23%
加藤他 (1998)

• 後遺症が残った場合の平均 QALYスコア: 0.88
Livartowski et al. (1996)
（後遺症の程度（重篤、中程度、聴覚障がい）ごとのQALYを対応する頻度を基にウェイト
づけして求めた加重平均）

• 健常者の平均余命と障がい者の平均余命: 約 81年と約 53年
加藤他 (1998)、厚生労働省ホームページ「日本人の平均余命」、Zhou et al. (2002)
（健常者の平均余命は日本の平成 18年度の平均余命、障がい者の平均余命はアメリカでの
研究（Zhou et al. [2002]）が 50年としていることに従い、日米の平均余命の違いを考慮し
てこれを調整したもの）

12ワクチン接種の 4 回目は、3 回目の接種から約一年間隔が開いているため、3 回目接種 4 週後の抗体保有率を用いた。
また、以後仮定する通り、ワクチンの効果は一定のまま持続すると考える。
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3.2 分析手法

本分析では、Hibワクチン定期接種化の費用としてワクチンの総接種代金を、効果としてワクチ
ン定期接種化によって延長された総 QALYsをそれぞれ考え、「1QALY延長のために費用がいく
らかかるか」という費用効果比率を計算する13。

3.2.1 費用効果比率

求める費用効果比率は、

(1)
ワクチンの総接種代金

ワクチン定期接種化によって救われた総 QALYs

と書くことができる。分母の効果を書き換えることによって、求める費用効果比率は、

(1′)
ワクチンの総接種代金

失われる総 QALYsの、ワクチン定期接種化前後での差

と表現し直すことができる14。ここで、

• 定期接種化前は誰も接種を受けないケースをWithoutケースと考えること

• 費用と効果の両方を同じ割引率で割り引くこと

を仮定する。

3.2.2 費用

まず、分子の費用を求める。ワクチンの総接種代金は、

(2) 接種を受けた人の総数×総接種代金

であり、これは、

(2′) 一学年の総人口×接種率×総接種代金

と書き換えることができる。

3.2.3 効果

次に、分母の効果を求める。説明のため、ひとまず、ワクチン定期接種化後の死亡者数を求める

と、これは、

(3) 一学年の総人口 ×(1－接種率 ×抗体定着率)×罹患率 ×罹患後の死亡率

となる。ワクチン定期接種化後の後遺症が残った人の数は、

(4) 一学年の総人口 ×(1－接種率 ×抗体定着率)×罹患率 ×罹患後の後遺症発生率
13なお、以後に置く仮定によって、費用効果比率として一学年に対するワクチン定期接種化の費用効果比率を計算をす
ることで必要十分であることが言える。

14ただし、Hibワクチンの標準的な用法は、初回免疫として年齢が 2ヶ月以後 4～8週間おきに合計 3回接種、その 1年
後に追加免疫として 4 回目の接種をすることになっている（医薬品医療機器総合機構「審議結果報告書」）。このため、4
回目の接種代金は割り引いて計算することに注意する。
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によって求めることができる。失われた総 QALYsは、死亡した人については、

(5) 死亡者数 ×(1×平均余命 −0)

によって求めることができ15、後遺症が残った人については、

(6) 後遺症が残った人の数 ×(1×健常者の平均余命－障がい者の平均 QALYスコア ×障がい
者の平均余命 )

によって求めることができる。

ワクチン定期接種化前のケースについては接種率をゼロとすることで求めることができ、また、

1～4歳までの効果も同様にして求めることができる16。

したがって、求める分母の効果は、(5)式と (6)式のワクチン定期接種化前後での変化分である。
ここで、

• 感染経路は Hibから人のみに限定し、人から人の感染経路は考えないこと

• 接種もれの人の接種と接種後の抗体非定着者の再接種は行わないこと

• 接種後、ワクチンの効果は一定のまま持続すること

を仮定する。

15死亡した人の QALY スコアはゼロであるため、カッコ内の第 2 項はゼロとなっている。
16ただし、加藤他 (1998)が年齢ごとに異なった罹患率を報告していること、平均余命についても年齢に対応した値を用
いることに注意する。
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4 感度分析

ベースケースでの分析と感度分析から、1QALY延長のためにかかる費用は、ベースケースで 595
万円、上限で 1,190万円、下限で 320万円となった。
国内外のリスク削減規制（life-saving intervention）と比べた場合、日本での Hibワクチンの費

用対効果は相対的に劣ったものとなり、効率性の面で劣ることが分かった。

4.1 分析結果

1QALY延長のためにかかる費用は、ベースケースで 595万円となった。
感度分析は罹患率を変化させた場合およびワクチン接種代金を変化させた場合の二つの分析を提

示する17。

罹患率を変化させた場合、1QALY延長のためにかかる費用は、

• 罹患率が 10万人あたり平均 14人におよそ倍増した場合は 320万円

• 罹患率が 10万人あたり平均 3.8人に半減した場合は 1,190万円

となった18。これらの値が Hibワクチンの費用対効果の下限の値と上限の値となる。
また、ワクチン接種代金を変化させた場合、1QALY延長のためにかかる費用は、

• 一回当たりワクチン接種代金が 3,780円である場合は 360万円

• 一回当たりワクチン接種代金が 9,180円である場合は 880万円

となった19。

4.2 国内外のリスク削減規制との比較

Kishimoto et al. (2003)のサーベイから、国内のリスク削減規制と比べた場合、Hibワクチン定
期接種化の費用対効果は、効率性の面で劣っている。また、現在任意接種の B型肝炎ワクチンと
比べても、割引率次第で効率性の優劣が逆転し、優劣が一意には定まらない20。

さらに、イギリス・フランス・アメリカでの Hibワクチンの費用対効果と比べると、日本の場
合、1QALY延長のための費用が 2.5～15倍かかることが分かった21。

17実際の感度分析では、第 3 章で列挙した 10 のパラメーター（データ）の値をそれぞれ一つずつ、別々に変化させた。
このうち、罹患率を変化させたケースで費用対効果の上限と下限の値を取ったため、この場合の感度分析を提示する。ま
た、ワクチンが使われるようになれば接種代金は情報として得やすいと考えられるため、接種代金を変化させた場合の感
度分析もあわせて提示する。

18加藤他 (1998)によれば、10万人あたりの罹患率は、0歳、1歳、2歳、3歳、4歳でそれぞれ、10.5人、12.3人、5.3
人、4.4 人、5.3 人である。このため、本分析では、0 歳と 1 歳の罹患率は 2～4 歳の罹患率より高いと見なし、罹患率が
およそ倍増した場合および半減した場合の罹患率は、0歳と 1歳で 20人、2～4歳で 10人および 0歳と 1歳で 5人、2～
4 歳で 3 人であるとして計算した。

19これらのワクチン接種代金は駒込病院でのワクチン接種代金の下限と上限の値を用いている。
20詳細は表 2 参照。
21詳細は表 3 参照。
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5 結論と今後の課題

5.1 結論

第 4章の分析の結果、

Hibワクチンを定期接種化すべきとは言えない

と結論することができる。

5.2 理由

この理由としては、第 4章で見たように、

1. 現在任意接種の B型肝炎ワクチンの費用対効果と比べた場合、常に優れた費用対効果である
わけではないこと

2. 国内の他のリスク削減規制の費用対効果、国外の Hibワクチン接種の費用対効果と比べて効
率性が劣ること

が挙げられる22。

5.3 今後の課題

今後の課題としては、

1. 他の予防接種ワクチンや他のリスク削減規制についても、データを整備して比較可能な分析
を蓄積していくこと

2. 他のリスク削減規制のうち費用対効果の優れたものから実施すること、特に、0～5歳程度の
乳幼児に対するリスク削減規制で費用対効果が優れたものがあれば、それを優先して実施す

ること

が挙げられる。Hibワクチン接種の費用対効果と比べることができるのは、他の予防接種ワクチン
の費用対効果、0～5歳程度の乳幼児に対するリスク削減規制の費用対効果、他のリスク削減規制
の費用対効果である。これらの分析を蓄積していった上で、規制を実行する場合は、これらのうち

から費用対効果の優れたものから実施することが望ましいと言える。

22詳細は表 2、表 3 参照。
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付録

表 1: 分析結果・感度分析結果

分析で用いたパラメーター（データ）の値 1QALY延長のための費用

罹患率: 平均 7.6人／ 10万人
一回当たりワクチン接種代金: 6,205円 595万円（ベースケース）

罹患率: 平均 14人／ 10万人に倍増 320万円（下限）
罹患率: 平均 3.8人／ 10万人に半減 1,190万円（上限）
一回当たりワクチン接種代金: 3,780円に低下 360万円
一回当たりワクチン接種代金: 9,180円に上昇 880万円

表 2: 国内でのリスク削減規制（life-saving intervention）の費用対効果

内容 (interventions) 1QALY延長のための費用（万円）

Hibワクチン接種（本分析） 595(割引率 5%)；600(割引率 3%)

乳がん治療 16～32
がん治療 20～150
C型肝硬変 インターフェロン治療 62
冠動脈疾患治療 97～840
心臓移植 121～238
肝臓移植 444～524

内容 (interventions) 1LY延長のための費用（万円）

肺がん集団検診 870
乳がん集団検診 210～750
結腸直腸がん集団検診 180～510
B型肝炎ワクチン 2,060(割引率 5%)；435(割引率 3%)
冠動脈疾患予防 420～760
臓器移植 136～930
急性リンパ性白血病治療 15～450
慢性リンパ性白血病治療 33～294

Source: Kishimoto et al. [2003].

表 3: 英仏米での Hibワクチンの費用対効果

国 1QALY延長のための費用（万円）

日本（本分析） 595

イギリス (1993) 240
フランス (1996) 85～175
アメリカ (1999, 2002) 200(1999年), 40～150(2002年)

Source: Davies et al. [1993], Livartowski et al. [1996],
Fendrick et al. [1999], Zhou et al. [2002].
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